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．．ははじじめめにに

国内の農村の多くでは、都市への人口流出・高

齢化による一次産業従事者の急速な減少に伴い、

農地や森林管理放棄が進行している。そうした状

況下で、再生可能エネルギーの提供を目的に、管

理放棄地はソーラーパネル（以下、 ）建設地と

して多く転用されるようになった。確かに、マク

ロの視点では、再生可能エネルギーを供給できる

は、脱炭素に貢献し、持続可能な社会を実現す

るために必要とされているものの、地域のレベル

で見ると、里山における農地・森林の緑地が

設置のために人工地へと転用された場合、里山が

有する生物多様性、景観、土壌保持や水源涵養機

能等の多面的機能を損なうリスクを孕んでいる 。

このように、単一の機能のみに焦点を当てた急速

な土地利用変化は、地域の気候バランスを崩すだ

けでなく、自然の有する多様な恩恵の深刻な損失

を生じることにもなりかねない。流域圏における

土地利用への要請が多様化している中、都市およ

び農村を統合的に捉え、そのバランスをどう取る

かについての土地利用計画論の知見はまだ少ない。

気候変動や循環経済、自然再興（ ）

を統合する経済社会の変革により持続可能な社会

                                                      
1) Amro, Z., Aly Mousaad, A. (2024), “A Review of 

Sustainability”, sustainability, 16, p.8271, 

を目指すためには、多様な自然資本からの恩恵（生

態系サービス： ）のトレードオフおよびシナジ

ーを定量的に捉えた、都市農村の統合的な土地利

用計画が必要とされていると言えよう。

そこで、本稿では、都市部から田園・森林部ま

でを含み、一級河川・櫛田川流域が市の中心に有

する三重県松阪市（図 ）を対象とし、以下 点

の研究成果を報告する。第一に、流域全体での農

地の への近年の転用実態を分析する。第二に、

流域単位での都市－農村の人口減少および農地管

理の将来シナリオを複数設定する。第三に、太陽

光発電施設の設置により、温熱環境に与えた影響

を明らかとする。第四に、各人口減少・農地管理

シナリオが のシナジーおよびトレードオフに

及ぼす影響の可視化を行う。以上により、太陽光

発電施設の設置拡大に対する統合的な土地利用計

画に向けた知見の一つを提供することを試みる。

．．櫛櫛田田川川流流域域ににおおけけるる へへのの農農地地転転用用のの実実態態

把把握握

年間における の設置状況の変化

まず、櫛田川流域を対象に、地上設置型 の特

定のために、国土地理院データベースと

を利用し、 年 月から 年

月までの 年間の調査地域の解像度 の

特集 （再生可能エネルギーと景観特集号）
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図 対象地：三重県松阪市

図 の設置密度分布状況

図 の面積と数量の変化状況

土地総合研究 2025年冬号 7



画像を収集した。 で航空写真のオルソ補正

を行い、 の モデルを用い

て データの特定と抽出を行った。

分布の分析結果（図 図 ）によると、地

上設置型の大部分は沿岸地域や下流部に集中して

おり、特に郊外の工業・農業地帯や海沿いの港湾

地域で最も集中しているのが見られる。そこから

南西部（上流域）に向かうにつれて、 の数は徐々

に減少していく。毎年の新規設置 の分布を見る

と、 年までは主に都市部南側の郊外平野に集

中しながらも、流域全体に比較的均等に分布して

いたが、 年には、沿岸の港湾地域で集中的に

増加し、また郊外の平坦な農業地帯にも増加が見

られた。 年から 年にかけて設置された

は、殆どが櫛田川流域に沿って分布しており、

年には特に中上流の農村地域で見られた（図

）。

年間における農地の作物別 転用の要因分

析

そこで次に、中上流において の分布が広がっ

た ～ 年を対象に、農地の作物別の 転

用の実態把握とその要因分析を行った。具体的に

は、衛星画像（ ）を使用して、 年

から 年にかけての毎月の （正規化植生

指数）と （修正化正規化水体指数）を計算

し、それらを独立変数として、機械学習モデルを

用いて地域内の農地を水田、小麦田、茶畑、豆畑

の つのタイプに分類した。さらに、

の深層学習を用いて、 年に撮影された航空写

真を基に の位置情報を計算し、その分布状況を

可視化し、 年から 年にかけて に転換

された農地の数と位置を特定した。最後に、社会

的要因や地理的要因を組み合わせて、各作物タイ

プの 転用パターンを導き出した。結果、図

のように約 ヘクタールの農地が 年間で に

転換され、主に櫛田川の近接地に広がったことが

分かった。異なる種類の農地の転換傾向を見ると、

麦畑の転換率が最も高く（ ）、茶畑の転換率が

最も低かった（ ）。主要な作物とされる水田

や茶畑の への転換率は低い傾向が見られ、各種

農地の転換は地理的特性や栽培環境に影響を受け

ることがわかった。その中でも、水田は水路から

遠く離れているほど転換されやすい傾向があり、

これは水田が独自の栽培環境と水資源を必要とす

るためと考えられる。高付加価値作物である茶畑

の転換は地上開度とも関連していることが分かっ

た。また、道路に近い農地は転換される可能性が

高かったが、主要道路に沿った送電線への近接性

および 維持管理のしやすさが要因と考えられ

る 。

．．太太陽陽光光発発電電施施設設のの設設置置にによよるる温温熱熱環環境境へへのの

影影響響評評価価

次に、 の設置が地域の環境にもたらす影響に

ついて、特に温熱環境に与える影響の視点から分

析を行った。詳細は、 （ ） に詳しいが、

本章ではその概略を説明する。まず、リモートセ

ンシング技術と機械学習を基にした複合的解析モ

デルを設計し、異なる地理的特徴を持つ地域にお

ける が温熱環境に与える影響を定量化した。

年から 年までの 年間にわたって、地

上設置型の の増加、分布、他の土地利用タイプ

への侵食、周辺の熱環境への影響の分析を行った。

具体的には、航空写真と で調査地域の を特

定し、 年ごとの統計結果をまとめ、

（ ）上で を使用し、調査地域の

地表温度を月単位で分析し、季節や年における

設置地点での地表温度の変化を統計的に評価した。

結果、 年から 年にかけての櫛田川流

域における年間平均 の変化を、図 および図

に示す。 年から 年の間、都市部の

                                                      
2) Xie,Z., Ullah, A., Takatori, C. (2024), “From 

River Basin, Japan”,

3) 

Japan”
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図 地理的条件から見る作物別の への転用実態
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図 櫛田川流域の年間

図 櫛田川流域年間 の平均値

図 両観測所における観測値と計算値の検証
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図 櫛田川流域の年間

図 櫛田川流域年間 の平均値

図 両観測所における観測値と計算値の検証

図 年における櫛田川流域の （地表面温度差）

の分布は比較的均一だったが、 年以降、

の高い地域が市内に集中していることが観察され

た。これは、市中心部での集中的な都市開発と関

連していると考えられる。また、 年から

年の間に調査地域の平均 は ℃から

℃に上昇し、平均で ℃の増加が見られ、

特に冬の平均気温が ℃から ℃に上昇し

た点が注目される。

計算結果の検証について、3σ 法を使用

して外れ値を除去した後、全体の検証結果では、

観測地点における計算値と実測値の誤差範囲

は− ℃から ℃以内、 では− ℃から

℃以内であることが示された（図 ）。検証結

果は、両地点で実際の気温とシミュレーションさ

れた （地表面温度）の間に小さな偏差がある

ことを示しており、特に山間部に位置する 観

測地点では極端な値が見られ、 に比べて全体

的な適合度がやや低くなっている。数値的には、

の （平方根平均二乗誤差）は 、 では

であった。気温と地表温度の差を考慮すると、

本研究で計算によって得られた データは信頼

性が高いといえる。

次に、 年から 年の （地表面温度）

データを、 でラスター計算を行い、

年と 年の地表面温度差（ ）のマップを作

成した（図 ）。櫛田川流域におけるこの つの期

間の は、 ℃から− ℃に達し、地域に

おける 年間の平均年間 は ℃だった。

季節ごとの平均 を見てみると、最も大きな増

加が見られたのは春で、 ℃に達した。対照的

に、最も少ない増加は秋で、 ℃であった。夏と

冬の はそれぞれ ℃と ℃増加してい

た。その後、 （地表面温度差）と の位置情

報を用いて、 が に与える影響分析を行った。

に対して計算された温度差は、各 のポリゴ

ン範囲内での の平均値と設定した。その結果、

が設置されている場所では、 年間での平均温

度上昇は ℃で、最大で ℃、最小で ℃

だった。特に、温度の大幅な上昇が見られた

は、都市平野の北東部に集中していた。更に、

ポリゴン内の が、その周辺よりも高いことが

判明し、この現象は小規模なヒートアイランド効

果として解釈できると考えられる（図 ）。次に、

年から 年と 年から 年の つ

の期間にわたって、異なる季節における の温度

上昇効果を分析した（図 ）。比較対象となった

つのサンプルは、それぞれ 〜 年の期間
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土地総合研究 2025年冬号 11



図 ポリゴン内の

図 時期の各季節にわたる が起こした 分析

土地総合研究 2025年冬号12



図 ポリゴン内の

図 時期の各季節にわたる が起こした 分析
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放射量が少なく、その結果、機械的な熱エネルギ

ー生成が少ないためと考えられる。郊外の は遮
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ため多くの熱を生成していた。

それでも、異なる環境温度により、都市域の

は依然として比較的高い を示した。これは、
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．．将将来来人人口口減減少少下下ににおおけけるる農農地地管管理理シシナナリリオオ

人口減少下シナリオの設定

以上の農地の 転用の実態を踏まえ、人口減少

下における流域単位での都市農村の土地利用・農

地管理将来シナリオを設定した。まず、将来の人

口減少シナリオとして、次の つを設定した（図

）。

図 各シナリオの人口密度と農地管理範囲
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表 人口減少―農地管理シナリオにおける面積

マクロ減少型シナリオ：

国立環境研究所による人口減少速度を「強」と

設定した 年全国人口分布将来推計データに

基づくシナリオ（ 年人口は、 人）。

現状進行型シナリオ：

国土数値情報における 年人口予測値に基

づくシナリオ（櫛田川流域の 年人口は、

人）。

コンパクト型シナリオ：

将来人口の総人数を①と同じ 人と設定

し、居住エリアは、地域の拠点的施設である役場・

道の駅・販売店・集会所・病院を含む小地域で人

口を集約するシナリオ。ここで、人口を集約する

範囲は施設の中心点から 内のメッシュとし、

密度の変動範囲は現状（ 年）を目安に設定し

た。また、以上の拠点的施設を含まない小地域の

人口は、他の小地域へ移住するとして設定を行っ

た。

人口減少シナリオごとの農地管理シナリオ

次に シナリオにおいて、将来管理可能な農地

を将来居住エリアメッシュ（ 人以上）の中心点

から バッファと設定し、それ以外の農地は管

理不能と判断した。さらに、上記 タイプの人口

減少シナリオに対し、地理的条件により、農地管

理シナリオをそれぞれ つのパターンに分けた。

生産性優先シナリオ：

管理可能な範囲内の農地では、 種類の作物の

単位面積あたり年間で必要な管理作業時間を計算

し、小地域単位で将来人口における管理可能な農

地面積を算出した上で、今後も維持する農地とし

た。それ以外の管理不能な農地は、 の日射量解

析と 章で計算した の地理的条件平均値に応じ

て、優先的に へ転用する農地、それ以外は自然

に返す農地とした。

エネルギー優先シナリオ：

管理可能な農地の ％を維持する農地とし、そ

れ以外の農地は日射量解析と 章で計算した

の地理的条件平均値をもとに、 への転用を優先

した。それ以外は自然に返す農地とした。

生態系保全優先シナリオ：

今後も維持する農地についてはエネルギー優先

シナリオと同じとした上で、年間の管理作業時間

を踏まえ、管理可能な農地の ％を保留し、現在

の の年間日射量（収集量）平均値の 倍以上

の場所のみ転用し、それ以外の農地はすべて自然

に返す（管理放棄）土地とした。

以上の条件を用いて、維持する農地面積・ へ

転用する農地面積・自然に返す農地面積をまとめ

ると、表 のようになった。
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シナリオと同じとした上で、年間の管理作業時間
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．．各各シシナナリリオオのの へへののシシナナジジーー・・トトレレーードドオオ

フフのの影影響響

まず、現状の土地利用・農地管理状況に対し、

櫛田川流域の の空間分布の特徴を解明した。

及び モデルを活用した 評価を行

った。生態系サービスの指標について、①供給サ

ービス：農地面積、農地の経済価値、農地の生産

面での利便性（標高・傾斜）、再生可能エネルギー

の生産可能性、②調整サービス：炭素貯留、水源

水質、土壌保持、生息地の質、③文化的サービス：

観光スポットや文化遺産へのアクセス性、主要道

路からの の距離による景観評価、の合計 種

類から評価した。結果、①供給サービスは、主に

中流および下流部に が高い値が分布していた。

②調整サービスは、炭素貯留機能が山間部に集中

し、水源水質は都市部と山間部両方に分布する一

方、土壌保持と生息地の質の分布状況は主に森林、

または自然の多い場所に集中していた。③文化的

サービスでは、 を用いて計算し各ポイント

データのユークリッド距離を分析した。その結果、

山間部も分布しているが、主に都市域周辺の郊外

部に高い評価があることが分かった（図 ）。

さらに、人口減少が進む将来の シナリオに基

づき、生産性優先、エネルギー優先、生態系保全

優先という異なる農地管理が、 の供給、調整、

文化的な各サービスにどのような影響を与えるか

を分析した。 間の相関を取ることにより、その

シナジーとトレードオフの分布を分析した（図

）。結果、以下の点が特に重要であった。第一

に、コンパクト型エネルギー優先シナリオでは、

間のトレードオフが最大となった。特に、供給

サービス（農地の面積・生産性・再エネ発電量等）

と調整サービス（水源水質・生息地の質）とのト

レードオフが顕著に現れ、生態系サービスのバラ

ンスが崩れることが明らかとなった。また、マク

ロ減少型・現状進行型の生産性優先シナリオでも、

農地の生産性を優先することが短期的には利益を

もたらす一方で、長期的な調整サービス（水源水

質や生息地の質）の低下等、生態系の持続可能性

を損なうリスクが示された。それらのバランスを

慎重に考える必要がある。第二に、生態系保全を

優先するシナリオは、調整サービスのシナジー効

図 年現在の生態系サービス（小地域）評価
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図 シナリオ別の生態系サービス間のトレードオフとシナジー

果が確認され、特に、炭素貯留と水源水質の間に

強いプラスの相関関係が見られた。特に、コンパ

クト型生態系保全シナリオは、 間でトレードオ

フがある項目が最小かつシナジーの項目が最大と

なり、また文化的サービスと供給・調整サービス

間のシナジーも最大となり、持続可能な社会を目

指すうえで有望な戦略であることが示された。土

地利用管理を適切に行うことで、複数の生態系サ

ービスを相互に強化することが可能であると示唆

された。

本研究は、脱炭素や人口減少という多くの課題

に直面する都市－農村に対し、 間のトレードオ

フ及びシナジーを踏まえ、持続可能な土地利用計

画を立案するための基礎的な枠組みを提供するこ

とを目指している。今後は、 の評価手法の精度

向上や、将来の気候変動シナリオを考慮に入れた

より精緻な土地利用計画を検討することが課題と

して挙げられる。また、以上の成果について、地

域住民や行政との連携を強化し、具体的な実行計

画を策定することで、持続可能な社会に還元する

在り方が必要とされている 。

                                                      
4) 高取千佳 謝知秋(2025), “都市農村の統合的な計

画体系―脱炭素および生態系サービスのトレードオ

フ・シナジーを踏まえた流域単位の土地利用計画”, 都

市計画 －  
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